
 

 

 

ものづくり挑戦的開発支援補助金要領 

 

 

 

第１条 目的  

ものづくり中小企業による新製品または新技術力の開発を促進するため、他の企業・

学校法人・支援機関と連携して行う新製品等の開発経費の一部を補助することによって、

技術の高度化・製品の高付加価値化による競争力の強化を図り、地域産業の活性化に資

することを目的とする。 

 

第２条 補助対象者  

この事業の対象者は、次に掲げる条件を全て満たす者とする。 

(1) 北海道胆振・石狩管内に所在するものづくり中小事業者（以下：幹事企業）を主体

とし、他の企業・学校法人・支援機関（連携先法人）との連携体であること。 

(2) 連携体に属する全ての事業者が、当基金の事業内容に賛同されていること。 

(3) 連携体に属する全ての事業者が、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律」に定義する暴力団及びその関係団体その他の反社会的団体又は勢力でないこと。 

(4) 連携体に属する全ての事業者が、当該事業申請日、又は補助金交付決定日の時点で

破産、清算、民事再生手続若しくは会社更生手続開始の申立てがなされている事業

者でないこと。 

 

第３条 補助対象事業  

幹事企業が、他の企業・学校法人・支援機関等と連携体を形成し、新製品又は新技術

の開発をするものであり、将来的に自社の発展可能性があるイノベーション（挑戦的な

製品開発）を生み出す事業。既に製品・技術が完成済みであることが認められる事業は

対象外とする。 

また、本補助金が製作費用の70％以上となる場合、ものづくり基金のロゴを新製品や

紹介パンフレット等に表示することに同意すること。 

 

 



第４条 事業スキーム及びフロー図 

①～④までは、申請事業者の全てにおいて実施。 

⑤以降は、採択者のみで実施。 

 

 

第５条．補助事業の期間 

 公募期間  ：公募開始から1ヶ月間程度。（フロー図①～②） 

 審査期間  ：公募終了から1ヶ月以内。（フロー図③） 

 事業実施期間：採択結果通知後から6ヶ月以内。（フロー図④） 

 実績報告期日：事業実施期間最終日から1ヶ月以内。（フロー図⑤～⑦） 

 

 

 

 

第６条 補助率・限度額 

  補助率：経費の100％（千円未満端数切り捨て） 

  限度額：40万円（1つの事業に対する限度額） 

※他補助金を利用する場合は、当該補助金額を差引いた後の額を補助対象経費とす

る。 

※補助金の交付については、１年度あたり１回とする。 

 

第７条 補助対象経費 

  該当する経費は、下記表の通り。 

 

⑤実績報告書の提出

　⑥確定検査(交付額の確定）

⑦補助金の支払

①公募

②開発申請書の提出

④採択結果通知

⑧作成後の状況報告

ものづくり基金

③審査・採択

ものづくり企業者

を含む連携体

ものづくり

中小企業

連携事業者

（中小企業、学

校法人 等）

公募期間 

1 ヶ月程度 

審査期間 

1ヶ月以内 

事業実施期間 

6 ヶ月以内 

実績報告 

1 ヶ月以内 



 

 
 

第８条 申請方法 

  次の申請書類を、下記窓口宛に郵送にて提出すること。 

  ・ものづくり基金補助金交付申請書（様式第１号） 

  ・新製品・新サービス開発申請書（様式第２号） 

  ・連携体に属する全事業者の商業登記簿謄本 

  ・連携体に属する全事業者のパンフレット（ホームページの印刷でも可） 

  ・対象事業見積書の写し（取得可能な場合のみ） 

   

第９条 交付決定等について 

・申請書類の正式受理後、ご提出いただいた書類に基づき、下記の点についてもの

づくり基金の審査委員（理事、運営委員等より選定）において交付決定の可否を

決定する。提出書類に不備や不足がないよう注意すること。 

＜審査ポイント＞ 

① 新製品・新サービスの開発目的 どのようなターゲットに対して開発するのか 

② 新製品・新サービスの内容・独創性 どのような新製品・新サービスを開発するのか 独創性があるか 

③ 新製品・新サービスの開発体制 製品完成のために必要な開発体制がとられているか 

④ 新製品・新サービスの実現可能性 新製品・新サービスが完成する見込みが高いか 

⑤ 新製品・新サービスの効果 
当事業実施にて、自社の技術力向上が見込めるか、また、自社へ

の効果のみならず地域に与える効果が見込めるか 

・審査は非公開で行われ、必要に応じてヒアリングを行う場合がある。 

・審査結果の通知は、採択案件の決定後、応募者全員に対して、速やかに採択・不

採択の結果をものづくり基金からの文書にて通知する。 

 ※ 審査結果の内容についての問い合わせには応じかねる。 

※ 交付決定通知に記載の交付決定額は予定額である。 

 

 

補助対象経費 経費内容

①試作製作に係る「原材料費」 新製品・新サービス開発に使用する試作材料、試薬、小型電子機器などの消耗品に係る経費 

②「デザイン料」 新製品・新サービスのデザインに係る経費など 

③「設計費」 外部に設計を委託する際の経費など 

④「委託試験費」 開発にあたり必要となる評価試験などに係る経費 

⑤「外注加工・製作費」 自社以外の企業等に対し、新製品の一部の加工、組立、製作等を外注する際の経費 



 

第１０条 実績の報告について 

事業完了後、次の報告書類を下記窓口に郵送にて提出すること。 

【実績報告書類】 

・ものづくり基金補助金実績報告書（様式第５号） 

・事業実績報告書（様式第６号） 

・支払経費が確認できる書類（内訳等の内容がわかる領収書等の写し） 

・新製品や新サービスの写真や紹介するパンフレット 等 

※補助金のお支払いは実績報告後になる。 

※領収書等の支払を確認できる書類が確認できない場合、補助対象外となるので注

意すること。 

※事業内容や開発した新商品・新サービスについては、ものづくり基金ホームペー

ジにて公表する場合がある。 

 

第１１条 補助金額の確定及び交付 

  提出した実績報告書類を確認した上で、補助金額の確定を行う。その後、申請主体

である幹事企業の口座に、補助金を振り込む。 

 

第１２条 事業内容の変更等 

・補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、補助対象事業の

内容を変更又は中止しようとするときは、補助金（変更・中止）承認申請書（別記

様式第８号）により、理事長の承認を受ける必要がある。ただし、補助対象事業の

内容の変更が軽微であって、補助対象事業に要する経費の配分に著しい変更を及ぼ

さない場合はこの限りとしない。 

・理事長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適正と認める

ときは、補助金（変更・中止）承認通知書（別記様式第９号）により交付決定者に

通知する。 

 

第１３条 交付決定の取り消し及び返還 

申請内容の変更等による届出や実績報告等の提出義務を順守しない場合、不正な手

段にて補助金の交付を受ける場合等、補助対象事業として不適当と認められる場合は、

補助金の交付決定の全部もしくは一部を取り消しし、また既に補助金が交付済みであ

る場合については返還を求めることが出来る。 

 



 

第１４条 個人情報の取り扱いについて 

   申請された個人情報について当基金に関連する活動以外には一切使用しない。なお、

申請者の団体名・事業名等の情報につきましては、当基金ホームページや新聞紙上へ

の掲載等に利用する。 

 

第１５条 その他 

・申請等に使用する代表者印は統一する。（シャチハタや認印等は不可） 

・申請及び実績報告の際に要する経費は全て申請者の負担とする。 

・知的財産権等その他の権利侵害などに関する問題が発生した場合、ものづくり基金

は一切関知しない。 

・この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関し、必要な事項は理事長が別に

定めることが可能とする。 

 ・本事業終了後３年間は、事業の成果について事業化状況の報告義務がある。また、

必要に応じて事業の成果の発表、事例集作成等への協力をお願いする場合がある。 

 

第１６条 受付相談窓口 

 申請書・実績報告書の提出や手続きについての問い合わせ等がある場合は、下記の受

付相談窓口まで連絡すること。  

  

  
一般財団法人 ものづくり基金 事務局（室蘭信用金庫 お客様支援部） 

〒050-0083 室蘭市東町 2丁目 24-13（室蘭信用金庫内） 

TEL：0143-44-3355 FAX：0143-44-3571  

MAIL：muroran-monodzukuri@muroshin.co.jp 


